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 所得税は担税力に応じた課税を行うために所得をその性質に応じて 10 種類に区分し、それ
ぞれの所得区分ごとに所得金額の計算を行う仕組みとなっているが、所得区分のうち一時所
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③ 一時の所得であること。 
④ 労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないものであること。 







































（1）大阪地裁平成 25年 5月 23日判決 10)  
イ 事案の概要 
本件は、給与所得のほか、競馬の勝馬投票券の払戻金により収入を得ていた被告人が、平
成 19 年から 21 年までの 3 年間に約 14 億 6 千万円の所得があり、これに対する所得税額が約














16 年に PAT 口座に 100 万円を入金して以来、追加の入金は一切していないが、適宜の改変を
しつつ本件ソフトを使用して馬券を購入し続けた結果、長期的には収支はプラスになり、平






























































































































































 58  嘉悦大学研究論集 第58巻第1号通巻107号 平成27年10月 
和 43 年 2 月 28 日判決で使われたものである。）。 
一時所得の沿革を見ると、戦前の所得税法では、一定の所得源泉から生じた利得のみを課
税対象とする考え方が支配的で、一時的又は偶発的な所得は課税対象から除外されてきたが、
暫時これらを課税対象とする方向に進み、昭和 22 年の所得税法の第 2 次改正で、他の所得分
類に該当しない所得のうち『営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得』





































































































































（2）東京地裁平成 8年 3月 29日判決 18) 















































































































うとされる（最判昭和 56 年 4 月 24 日税資 117 号 316 頁）が、その「事業」に該当するか否
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